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なりわい再建⽀援事業
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なりわい補助⾦活⽤事例

https://www.chubu.meti.go.jp/c14noto_2024/nariwai/zireisyu/nariwai_zireisyu.html
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持続化補助⾦の概要
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能登産業復興相談センターの概要

事業再⽣を
図ろうとする中
⼩企業者 等

⼩規模企業者・
個⼈事業者は
もとより、

農事組合法⼈漁
業⽣産組合社会
福祉法⼈等も対

象

対象事業者

⾦融機関

相談

能登産業復興相談センター
（ワンストップ窓⼝）

連携

⽀援表明

〔債権買取を伴わない事業再⽣〕

補助⾦・制度融資等・
返済猶予で再建可能

上記＋公庫劣後ローン⼜は
保証付債権劣後化で再建可能

〔債権買取を伴う事業再⽣〕

NO

各種補助⾦・制度融資等

公庫・保証協会

中⼩企業活性化協議会
（⽀援業務部⾨）

地域経済活性化⽀援機構
（REVIC）

YES

協議会基準の再⽣計画策定が
可能と⾒込まれる

ファンドの基準に基づく計画
策定が可能と⾒込まれる

センターは被災事業者からの相談を受付け、事業者に応じた適切な⽀援につなぐ

能登半島地震
復興⽀援ファンド

※想定されるフローを簡易的に図式化したものであり、必ずしもこのフロー通りに個別案件の⽀援が進捗するとは限らない。 9



能登産業復興相談センターは国（中⼩企業庁）が設置する、公正中⽴な公的機関で、以下のような業務を⾏っています。

国が設置した復興のための公的機関

10

能登産業復興相談センターの概要

対象となる事業者

七尾市、輪島市、珠洲市、志賀町、⽳⽔町、能登町に事業所を有する、
令和６年能登半島地震・奥能登豪⾬で被災した事業者

 本社が上記３市３町になくても、事業所があれば対象になります。

能登半島地震復興支援ファンドによる債権買取に関する支援

信用保証制度や制度融資等のご案内

外部専門家・関係支援機関のご紹介

（弁護士、公認会計士、活性化協議会、ＲＥＶＩＣ等）

再生計画の策定支援

国・県の補助制度のご案内 など

※補助金申請等の具体的な相談については、「能登事業者支援センター」で承ります。

１

３

４

２

５

以下ではこの債権買取⽀援をご紹介します。



 能登産業復興相談センターが実施する⽀援のひとつで、主に能登半島地震の影響でいわゆる⼆重債務問題に直⾯してい
る事業者を対象としています。

 具体的には、事業計画の策定などを⽀援することで、復興を⽀援する官⺠ファンド※1が⾦融機関が有する⾦融債権を買
い取る判断を容易にし、復興のための新規融資を受けやすくするものです。

 単に⾦融機関が持っている債権の売却を⽀援するだけでなく、必要に応じて外部専⾨家（弁護⼠、公認会計⼠等）も
活⽤しながら、事業復興に向けた事業計画の作成まで⽀援します。

 相談費⽤・外部専⾨家費⽤は、原則として無料※2です︕
※1 能登半島地震復興⽀援ファンド投資事業有限責任組合 ※2 外部専⾨家費⽤に関しては、上限等があります。

債権買取⽀援の概要

11

債権買取⽀援の概要

 能登半島地震の影響により、収益⼒に⽐して震災前の既往債務が負担となっていることから、⾦融機関による新規融資
を受けられないために、被災事業者が事業の本格復興ができないという問題を、⼆重債務問題と⾔います。

 例えば、震災前に⾦融機関から受けた融資が負担となり、事業⽤建物の再建に必要な新規融資が受けられないような状
態がこれに該当します。

⼆重債務問題とは︖



500万円放棄 12

債権買取⽀援のイメージ

 被災によって建物等が損壊、1,000万円の借⼊が残ってしまった。
 建物等を再建するには、新たな借⼊1,000万円が必要。

被災時

既往借⼊⾦
1,000万円

既往借⼊⾦
1,000万円

復興時

資産
+1,000万円 ⼆重債務

2,000万円

新規借⼊⾦
1,000万円

資産
▲1,000万円

損壊

追加で融資を受けられるのか︖
過去の借⼊はどうなるのか︖

合計2,000万円も返済できるのか︖

想定事例︓被災前の銀⾏借⼊⾦が1,000万円ある事業者

既往借⼊⾦
1,000万円

債権買取⽀援前

資産
+1,000万円

ファンドが時価で買い取って⼀部放棄
（本想定事案では500万円カット）

新規借⼊⾦
1,000万円

既往借⼊⾦
500万円

資産
+1,000万円

新規借⼊⾦
1,000万円

想定事例においてあり得る債権買取⽀援の流れ

このままだと1,000万円の債務超過

債権買取⽀援後

債務超過額が500万円に圧縮
 営業利益から返済し債務超過解消へ

⾦融機関としても、ファンドによる
既往借⼊⾦の買取りと債務超過圧縮を
前提に新規融資の判断を⾏える

※⾦融機関の新規融資を保証するものではありません。
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【参考】債権買取⽀援の流れ

④事業の再開・復興
事業者は新規融資を受け、建物等を再建し、事業を再開できます。

⑤ファンドからのEXIT
事業者は、⽀援期間満了後、ファンドから債権を買い戻します
（必要に応じて⾦融機関から買戻し資⾦を調達）。

③新しい資⾦の供給（追加融資等）
⾦融機関は今後の事業計画が明らかになり、CFも改善するので、
建物等の再建に必要な新規融資を⾏うことができるようになります。

②被災前の債務の整理・⾦融機関調整
センターは⾦融機関との間で調整を⾏います。
センターから要請を受けたファンドは銀⾏から既往債権を時価で買い取ります。
ファンドは買取った債権の返済条件等を変更して、返済負担を軽減します。

①事業再⽣計画策定の⽀援
センターは、事業者の今後の事業計画の策定を⽀援します（適宜専⾨家等と連携）。
計画の中で、再⽣のためには、どの程度被災前の債務の整理等が必要かも調べます。



能登産業復興相談センターの活動状況（令和7年2⽉28⽇時点）

14



再⽣・再チャレンジ⽀援円滑化パッケージ
2025年3⽉17⽇

経済産業省
⾦ 融 庁
財 務 省

1. 2024年3⽉に「再⽣⽀援の総合的対策」を策定してから１年が経過。中⼩企業活性化協議会（以下、「協議会」）への相談件数
も過去最⾼⽔準に達し、事業再⽣⽀援ニーズはより⼀層⾼まっている状況。

2. ⾜元では、債権者の多数決と裁判所認可により⾦融債務の減免等を可能とする早期事業再⽣法案が閣議決定。中⼩企業向けに
は、更に、協議会や「中⼩企業の事業再⽣等に関するガイドライン」を活⽤した⽀援を⼀層充実させていく必要がある。特に、抜本再
⽣・再チャレンジ案件が増加していることを踏まえ、時機を逃すことなく、「早期」に必要な⽀援を提供できるよう体制を強化する。

１．早期相談に向けた取組強化
 信⽤保証協会から協議会への案件持込も⼀定の成果が出始めているが、事業再⽣⽀援ニーズの⾼まりも踏まえ、⼀層の促進。
 コロナ禍で信⽤保証協会が実質メインとなる事業者が増加したこと等を踏まえ、信⽤保証協会と⺠間⾦融機関等が連携した予兆管理

の体制強化等、効果的な事業者⽀援の実⾏に向けて、経営情報のモニタリングの⾼度化を図る仕組みを構築するよう促す。
 再チャレンジ⽀援が増加する中、関係機関も含め、経営状況の悪化が進んでしまった段階での相談にならないよう意識を醸成。

① 信⽤保証協会向け監督指針改正後のＰＤＣＡの徹底
→信⽤保証協会による協議会への持込状況の把握や主体的な検討に基づく⽀援状況を確認【2025年夏頃】

② ⾦融機関による「早期経営改善計画策定⽀援事業」の拡充・延⻑
→2025年2⽉に実施した⺠間⾦融機関による⽀援要件の拡充と期限延⻑を契機として、事業の通称をポスコロ事業からVアップ事業に変更【2025年４⽉〜】

③ 中⼩企業・⼩規模事業者の経営状況の「予兆管理における着眼点」を整理・公表
→信⽤保証付融資先の予兆管理の取組を促進【2025年３⽉】

④ 経営悪化の予兆が検知された場合の情報共有・連携の考え⽅を整理・公表
→税理⼠等の認定経営⾰新等⽀援機関とも連携し、経営状況のモニタリング結果の活⽤の在り⽅を検討【2025年３⽉】

⑤ 中⼩企業・⼩規模事業者が⼀定の経営情報を提供するインセンティブの具体化
→予兆管理・モニタリングの強化に向けて、中⼩企業による経営情報の提供を要件とした⽀援策の導⼊等を検討【2025年度中】

⑥ 再チャレンジ事例集の公表
→早期決断による円滑な再チャレンジの意識醸成に活⽤【2025年4⽉】 15



保証付融資の求償権放棄円滑化
① 「⾃治体における求償権放棄⼿続の⼿引

（仮称）」の策定・公表
→⾃治体内⼿続迅速化に向け、⼿続時の参考

資料を提供【2025年夏頃】

政府系⾦融機関
① ⽇本政策⾦融公庫等の事業再⽣等に関する

ノウハウ・ネットワークの活⽤
→全国ネットワークを通じた事業再⽣⽀援のノウハウを

活かし、引き続き関係機関（⺠間⾦融機関、協議
会）との連携を促進

→事業再⽣途上にあり、事業承継の課題も抱える事
業者に対して、関係機関と連携した計画策定⽀援
の促進

（※）事業再⽣に限らず、後継者不在の事業者等と
創業希望者等を結ぶ「事業承継マッチング⽀援」等
の実施

② 商⼯中⾦の事業再⽣⽀援機能の強化
→協議会との事業再⽣ノウハウ共有や⼈的サポート・

連携体制を強化【2025年春頃】
→経営改善に向けた⻑期戦略策定サービスを創設し、

本部の専⾨⼈材が営業店と⼀体的に策定を⽀援
【2025年春頃】

→全国型再⽣ファンド活⽤促進、地銀との連携強化
→本部において事業再⽣の専⾨⼈材の配置を拡⼤す

るとともに、社内資格の「経営サポーター」取得者のノ
ウハウ向上により、商⼯中⾦の対応⼒を底上げ

中⼩企業活性化協議会・事業再⽣GL
① トレーニー研修制度・協議会補佐⼈制度の活⽤

や全国本部のサポート強化等による専⾨家育成
→トレーニー派遣の経験ある地銀・信⾦・信⽤保証協会

割合を5割に
→協議会補佐⼈制度の活⽤協議会を倍増
→ 「中⼩企業の事業再⽣等に関するガイドライン」の第三

者⽀援専⾨家不在地域を解消（12→0）
→全国本部によるサポート体制強化により低評価協議会

を中⼼とした協議会の⽀援レベルを向上【2025年度中
】

② 再チャレンジ⽀援の拡充
→⼀定の条件の下、主たる債務である法⼈の債務整理

に係る費⽤等に対する⽀援を実施【2025年3⽉〜】

③ 個⼈事業主の債務免除益の税務上の取扱いの
明確化
→協議会スキーム及び「中⼩企業の事業再⽣等に関するガ

イドライン」に基づき策定された再⽣計画により個⼈ 事
業主が債務免除を受けた場合の税務上の取扱いを、国
税庁への照会により明確化・公表【2025年1⽉】

⺠間⾦融機関
① 「経営者保証改⾰プログラム」等に関する

取組状況のフォローアップ
→⺠間⾦融機関が経営者保証を締結する際の

説明・記録の状況等をフォローアップ【2025年】

② 経営改善・事業再⽣⽀援の取組状況の
フォローアップ
→早期の経営改善・事業再⽣⽀援に向けた⺠間

⾦融機関の取組状況（「早期経営改善計画
策定⽀援事業」の活⽤状況、事業承継・ M&A
に係る⽀援の状況含む）をフォローアップ
【2025年度】

２．事業再⽣⽀援の体制強化
 事業再⽣⽀援ニーズの⾼まりに対応すべく、政府系⾦融機関との連携も含め、各地域での事業再⽣⽀援の専⾨家育成を⼀層促進。
 対象事業者が躊躇せず、円滑な再チャレンジフェーズに移⾏できるよう、再チャレンジ⽀援内容を拡⼤。
 信⽤保証付融資割合の⾼い事業者の相談が増えている中で、抜本再⽣のための求償権放棄⼿続を迅速化。

① 「経営改善サポート保証（経営改善・再⽣⽀援強化型）制度」の開始
→協議会等の関与のもとで策定した計画の実⾏に必要な資⾦を、信⽤保証付融資で

⽀援【2025年3⽉14⽇〜】

② ⽇本政策⾦融公庫等の通常資本性劣後ローンの拡充
→コロナの影響の有無によらず、過⼤な債務等に苦しむ事業者の財務基盤を強化

【2025年３⽉〜】

３．その他経営改善・事業再⽣に資する⽀援インフラの整備
③ 「協調⽀援型特別保証制度」の開始

→⺠間⾦融機関によるプロパー融資を含む⾦融仲介機能の⼀層の発揮【2025
年３⽉14⽇〜 】

④ ⽇本政策⾦融公庫等のセーフティネット貸付⾦利引下げ措置の延⻑
→原油価格上昇等の物価⾼騰に苦しむ事業者向けの資⾦繰り⽀援を継続

【2025年4⽉〜】
16



【参考】中⼩企業活性化協議会について

中
⼩
企
業
活
性
化
協
議
会
ऋ
⼀
元
的
प
対
応

再⽣フェーズ収益⼒改善フェーズ相談
対応

再⽣⽀援
• 外部専⾨家とともに、リスケジュール・DDS・債

権放棄などの⾦融⽀援（財務⾯の⽀援）を
含む再⽣計画の策定を⽀援。

再チャレンジ⽀援
• 事業再⽣が極めて困難な中⼩企業等を対象

に、円滑な廃業に向けた助⾔や弁護⼠の紹介、
経営者保証ガイドラインに基づく保証債務の整
理を⽀援。

収益⼒改善⽀援
• 収益⼒低下、借⼊増加の恐れのある中⼩企

業を対象に、1年間から3年間の収益⼒改善
アクションプラン＋簡易な収⽀・資⾦繰り計画
策定を⽀援。

プレ再⽣⽀援
• 将来の本格的な再⽣計画策定を前提とした経

営改善を⽀援。

中⼩企業活性化協議会の常駐専⾨家が⽀援・伴⾛

再⽣・廃業⽀援（405事業 中⼩版GL枠）
「中⼩企業の事業再⽣等に関するガイドライン」（中⼩版GL）に
基づく私的整理（事業再⽣⼜は廃業）を⽀援。

早期経営改善⽀援
• ⾦融⽀援まで⾄る前段階の早期の

経営改善（資⾦繰り計画等の基本
的な計画策定）を⽀援。

※必要に応じて中⼩企業活性化協議会の
常駐専⾨家が助⾔

経営改善⽀援（405事業 通常枠）
• リスケ・新規融資等の⾦融⽀援を含む経

営改善計画を⽀援。
※必要に応じて中⼩企業活性化協議会の常駐専
⾨家が助⾔

⺠間専⾨家（認定経営⾰新等⽀援機関）が⽀援・伴⾛

• 中⼩企業活性化協議会は、中⼩企業の「駆け込み寺」として全国47都道府県に設置し、⾦融機関OBや⼠業等の常駐専⾨家を配置。

• 中⼩企業活性化協議会がハブとなり、⾦融機関、⺠間専⾨家、各種⽀援機関とも連携し、苦しむ中⼩企業の収益⼒改善、事業再⽣、
再チャレンジのフェーズを地域全体で⽀援。
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